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2008年農林漁業金融統計
事務所移転のお知らせ

農林中金総合研究所は，農林漁業・環境

問題などの中長期的な研究，農林漁業・

協同組合の実践的研究，そして国内有数

の機関投資家である農林中央金庫や系

統組織および取引先への経済金融情報

の提供など，幅広い調査研究活動を通じ

情報センターとしてグループの事業を

サポートしています。

財政投融資改革後の農協金融

当研究所調査第一部の調査の重要な柱に農協資金の分析がある。近年，農協の資金動向

に影響しているものの一つに，2001年度以降の財政投融資改革がある。

財政投融資制度は，政府が郵便貯金など国の制度・信用に基づいて資金を調達し，資金

運用部を経て，その資金が国債の購入や地方公共団体向け貸出，住宅公庫や農林公庫など

の政策金融機関を通じた民間への貸出，公団や特殊会社による公共事業等に使われる仕組

みであった。財政投融資に期待される機能は民業の補完ではあるが，なかには農協信用事

業と競合する分野もある。郵便局と農協は，個人が主たる対象で農山村に多くの店舗網を

持つなど共通する特徴を持ち，農林公庫は個別農業経営向け資金では農協と競合した。さ

らに，家計の借入れの大部分は住宅資金であるため，長期・固定・低利の住宅ローンを提

供する住宅公庫の存在は，農協の低貯貸率の一因だったと考えられる。

それが01年度の財政投融資制度の抜本改革以降，郵便貯金，年金積立金の資金運用部へ

の預託義務が廃止，全額自主運用される仕組みへと改められ，07年には郵政民営化で株式

会社ゆうちょ銀行が設立された。一方，政策金融機関については，対象分野の厳選，融資

規模の削減，組織の見直し，手法の革新等の方向で改革が行われ，住宅金融公庫は07年に

は廃止され，金融機関による長期･固定のローン供給の支援を主たる業務とする独立行政

法人住宅金融支援機構が代わって設立された。また同じく07年に農林公庫は他の３つの政

策金融機関とともに業務を縮小したうえで，株式会社日本政策金融公庫となった。

01年度以降の財投関連の資金の推移をみると，郵便貯金残高，住宅公庫融資残高，農林

公庫農業関係資金貸付残高，さらに地方公共団体向け財政融資額も大幅に減少した。同じ

期間に，農協の貯金，住宅ローン，地方公共団体向け貸出金は残高ベースで増加しており，

公的金融の縮小と民間金融へのシフトの影響も反映した動きと考えられる。

一方，農家の農業資金の需要が低迷していることが主たる背景であるが，農協の農業融

資残高は減少を続けている。長谷川論文が指摘する，大規模な法人農業経営の増加と資金

需要の集中，それに対する農林公庫の民間金融機関参入支援をベースとした地銀等の農業

融資への取組みという，農業金融の構造変化にどのように対応するかが，農協の農業金融

にとっての重要な課題であり，その課題への先進的取組みを小野澤論文が紹介しているの

で，お読みいただきたい。

（（株）農林中金総合研究所 調査第一部長　斉藤由理子・さいとうゆりこ）

今 月 の 窓

99年4月以降の『農林金融』『金融市場』

などの調査研究論文や，『農林漁業金融統計』

の最新の統計データがこのホームページから

ご覧になれます。

また，メールマガジンにご登録いただいた

方には，最新のレポート掲載の都度，その内

容を電子メールでお知らせするサービスを行

っておりますので，是非ご活用ください。

農中総研のホームページ http://www.nochuri.co.jp のご案内

＊2009年５月のHPから一部を掲載しております。「最新情報のご案内」や「ご意見コーナー」もご利用ください。

【農林漁業・環境問題】
・韓国のFTAを巡る動向
――米韓FTAとEU韓国FTAの行方――

・地球温暖化と漁業
・地域再生への挑戦
――島根県隠岐郡海士(あま)町――

・CAP改革の施策と要因の変遷
――1992年改革からヘルスチェックまで――

・EUのCAP改革に伴う食料貿易とバイオ燃料の動き
――穀物過剰生産の克服――

【協同組合】
・国際財務報告基準における協同組合出資の取扱いを
めぐる最近の動き
・デンマークの酪農組合
・地元産の多品目の品揃えで集客力を着実に向上
――宮崎県JA尾鈴の「産直おすず村」の取組み――

・森林組合の事業・経営動向
――第21回森林組合アンケート調査結果から――

・漁協経営と水産資源の現状と管理
――第27回漁協系統事業アンケート調査結果から――

・集落組織の展開方向
――組織再構築・活性化・新組織の創設――

・欧州協同組合銀行のCSRへの取組み
――本業においてステークホルダーが主体となって――

・総合農協における規模拡大の経営改善効果

【組合金融】
・2009年度の組合金融の展望

【国内経済金融】
・若者をめぐる環境変化と支援強化
・農業の生産現場における地球温暖化問題への対応
・景気悪化に迅速に対応する岡崎信用金庫
――収入減少した方などへの住宅ローン返済条件変更を

中心に――

・鹿児島銀行における障がい者雇用の取組み
――「かぎんジョブセンターさわやか」の活動を中心に――

・民間金融機関における地方公共団体貸付の動向
・輸出・生産の減少テンポ緩和，一部に「底」を探る動きも
――ただし，雇用悪化やそれによる消費低迷には要注意――

【海外経済金融】
・欧州の住宅市場と金融システム
・米国クレジットユニオンの現況と経営戦略－(3)
――学生が運営するジョージタウン大学アラムナイ＆

スチューデント・フェデラル・クレジットユニオン――

・米金融不安は後退，ただし信用逼迫は改善途上

本誌に掲載の論文，資料，データ等の無断転載を禁止いたします。
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